菊池市市民提案型協働事業の内容
　市民団体等が地域課題や行政課題を自ら解決するため、市民団体等と市の協働事業として実施する事業に対し、経費の一部を補助し、市民が主役のまちづくりを推進します。

■補助対象事業
	補助対象事業（メニュー）
	上限額
	事業区分

	市民提案型事業
	30万円
	社会的課題や地域課題等の解決に向けた思いやアイディアを、市民活動団体、NPO法人、企業等から提案を受けて、提案団体と市が共通の目的を持って、選考された提案事業を協働で実施することにより、その相乗効果が認められる公益性の高い事業に対して支援する。


■補助対象団体
　（１）行政区及びこれに準ずる団体
　（２）市内に活動場所及び事務所を有する企業又はNPO法人及びこれに準ずる３人以上の団体
　（３）原則として１年以上活動を継続しており、事業を的確に遂行できる能力を有している団体
　（４）その他特に市長が認めた団体

■補助対象事業
　（１）公益的な事業であって、事業の提案をしり団体と市が協働して取り組むことにより、地域課題又
は社会的課題の解決を図ることができる事業
　（２）「癒しの里菊池」のイメージ構築に資する事業
　（３）まちづくりの推進を図る事業
　（４）保健、医療又は福祉の増進を図る事業
　（５）環境の保全を図る事業
　（６）教育・文化・スポーツの振興を図る事業
　（７）地域の安全を図る事業
　（８）その他地域の活性化や地域振興に資すると市長が認める事業等

■注意事項
　（１）国、県又は他の補助事業に該当し、その助成を受けた場合は、この補助金は交付しません。ま
た、本市の他補助金に該当する場合は、この補助金の対象から外します。
　（２）令和９年交付決定日から令和10年３月までに完了する事業のみ対象とします。
　（３）交付決定前の事業実施はできませんので、事業は交付決定以降に実施してください。








■事業の流れ
申請者（行政区・団体等）
令和８年度
事前相談（令和８年９月30日まで）

令和９年度
令和９年４月　補助金申請書の提出
交付決定通知
事業の実施
事業完了後、実績報告書の提出（事業完了後30日以内）

実績報告書により審査後、交付確定通知
請求書の提出
補助金の振込
市役所









































■補助対象経費
（１）報償費
　　　講演会・研修会等の講師等に対する謝礼金のように役務の提供に対する給付金になります。団体
等の構成員に対するものは除きます。

　（２）旅費
　　　　事業実施のための旅費や交通費になります。

　（３）需用費
　　　　消耗品費（用紙・封筒・文具類（材料費含む））の購入や印刷製本費（チラシ・ポスター・記録用
の写真等）に要する経費です。飲食費に関する経費は対象外です。

　（４）役務費
　　　　通信運搬に係る経費（郵便料等）や広告料、保険料等になります。

　（５）委託料
　　　　専門的知識や技術を要する業務を外部に委託に要する経費になります。

　（６）使用料及び賃借料
　　　　事業実施に係る機器類等の賃借料や、イベント会場等の使用料等になります。
　
